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１－１ 研究の背景 

１９９９年より、日本でも環境影響評価基本法が施行され、大規模な建設事業が周囲の環境にもたら

す影響を事前に推し量るための行政手続きとして運用が始まった。 

 しかし、欧米の同種の制度と比較して環境保護の観点において問題視され、または非常に事業者に有

利な制度であると批判される根拠となる、以下に示すような問題点がある。 

 Ａ）予算も立てられ、事業の実施寸前に行われるものであるために、実施前提の議論しかできない。 

 Ｂ）当事者のうち、事業者のみが行う調査・評価であるため、データの収集や解釈が恣意的になる。 

 Ｃ）住民が意見を表明できる機会は非常に限られており、また住民から出された意見が 

   どう扱われているのかも不透明である。 

 Ａ）の問題点に関しては、事業の早期・計画段階からの環境影響評価を行う SEA(Strategic 

Environment Impact Assessment )の整備が一つの方策として考えられる。例えば、世界銀行あるいは

アジア開発銀行では、開発援助に伴ってもたらされるプロジェクト周辺環境への影響を SEA によって

早期・計画段階から評価するという枠組みが採用されている。これら受け、JICA（国際協力機構）に

おいても環境社会配慮ガイドラインの改訂が行われるなど、SEA は開発行為がもたらす環境への影響を

評価するツールとして注目されている。米国の環境アセスメントにおいて非常に重要なウェイトを占め

る、事業の中止を含めた「複数の代替案の検討」、そして近隣で実行される可能性のあるプロジェクト

との累積的な影響を評価すること等は、プロジェクトの早期・計画段階でなければ実現が難しい。 

 Ｂ）の問題点に関しては、例えば、ドイツでは事業者の環境アセスメントの後に行政が追調査を行い、

その妥当性を確保するといった手続きが踏まれており、このような「事業者以外の公正な第三者」的な

機関を設立するべきだとの意見

がある。 

 Ｃ）の問題点に関しては、意見

表明の場が単なる住民の不満の

ガス抜きのための場となってい

るという批判がある。諫早湾の干

拓事業などに見られるように、公

的・法的には適正に行われ合意形

成もなされたとされる事業で、後

を引く形の抗議運動などが起き

ている。                 図１－１ 諫早湾干拓事業への海上抗議デモの様子 

早期・計画段階からの住民参加により、事業の問題点・論点の抽出を行うことが必要と思われる。 
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 これらＡ）～Ｃ）の問題点は、現在の日本の環境アセスメント制度への批判として、日本の環境アセ

スメントの過程で住民から提出される意見においてしばしば見られる。（「環境影響評価制度における公

聴会の実施内容に関する実証的分析」 ２００４ 村山武彦 堀川顕一 環境アセスメント学会 2004

年度研究発表会要旨集） 

 

１－２ 研究の目的 

 本論文は、日本の環境アセスメントの過程で出される住民意見にしばしば見られる「日本の行政と事

業者が見習うべき欧米の環境アセスメント制度」というフレーズに着目し、米国の環境アセスメントを

調査・研究の対象とした。米国の環境アセスメント制度では、前項で挙げた日本の環境アセスメントの

問題点のＡ）およびＣ）について、少なくとも制度の観点では解決されていると思われるためである。

その米国の環境アセスメント制度がもたらす、実務や合意形成等の観点での利点を住民の意見内容から

読み取る。それらを整理し、そういった利点を日本の環境アセスメントにもたらすために行うべき制度

とその運用面の改善点について考察し、一方策を示すことを目的とする。 

 

１－３ 研究の方法 

 本論文では、米国の北西部で２００３年から２００４年までの２年間に行われた１３件の大規模な公

共事業（NEPA 管轄）に対する環境アセスメントの過程で出された住民意見について、環境の要素、ア

セスメントの手続きの要素、事業への賛成反対の３つの観点で分類を行い、それをデータとして集計し、

統計解析等を行う。これにより、米国の住民意見についてその特性を明らかにする。その後、今回米国

の住民意見を分析したものと同様の分析手法を用いた日本の環境アセスメントの過程での住民意見の

分析結果と比較する。この比較結果から、日米の住民意見に相違をもたらしている要因について日米の

環境アセスメント制度の違いの観点から考察する。 

 日米の住民意見特性の相違のうち、合意形成や実際の運用の観点での利点と思われるものにつき、そ

の利点をもたらす要因を抽出する。その要因を実際に日本の環境アセスメント制度設計や運用に組み込

むことが可能であるか、実際の運用の観点から明らかにするために、日本で環境アセスメントの実務に

携わる各自治体の環境アセスメント所管の部署や事業者、建設コンサルタントに対してアンケート、お

よびインタビュー調査を行う。 

 以上の結果に基づいて、日本と比較した米国の環境アセスメント制度の利点、その日本への適用可能

性を考察し、今後の日本の環境アセスメント手続きの方向性について考察する。 
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１－４ 論文の構成 

 第１章は序論であり、本研究を始めるに至った経緯、動機等について述べる。 

第２章前半では米国の環境アセスメントの過程で出される住民意見の分析に用いる手法とそれによ

って明らかにできると思われる合意形成や実務の観点での利点等について示す。 

 第３、４、５章では、米国の環境アセスメントの過程で出される住民意見の分析を行うために収集し

た開発事業の事例概要、住民意見の個別、全体的特性について示す。 

第６章では、同様の手法で日本の環境アセスメントの過程で出された住民意見の特性を分析した結果

との比較を行い、実際に米国の環境アセスメント制度がもたらしている合意形成や実務の観点での利点

等について考察する。 

 第６章での結果を踏まえて明らかになった利点とその要因について、実際に日本にそれらを持ち込み

環境アセスメントに適用することが可能かということに関して、環境アセスメントの実務に携わる方々

にアンケートやインタビューにより聞き取りを行い、その意見の集計結果を示す。 

 第７章は、本論文の内容を総括し、日本の環境アセスメントに対する制度面、及び運用面に関する改

善点について提示する。 

 以上が本論文の構成である。
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第２章  
環境アセスメントにおける 

住民意見の分析手法
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２－１ 分析に用いるモデル 

２－１－１ 収集する意見の形式 
 先行研究の「環境影響評価における公聴会の実施内容に関する実証的分析」（２００４ 村山武彦 

堀川顕一 環境アセスメント学会 2004 年度研究発表会要旨集）では、日本の各自治体が行ってきた

公聴会の場で、住民が口頭で述べた意見をテープから起こし、紙媒体に文書化したものを使用した。

環境アセスメントに関して日本で行われる「公聴会」は、休日に地元の体育館などを借り、意見のあ

る住民とコーディネーターとしての行政の職員が集まり、住民がその場で順番に演説を行うという形

式を採用している。 
住民と事業者の双方が参加する形式の公聴会を採用する川崎市や名古屋市といった例外はあるが、

ほとんどの自治体が上述の住民の一方的な演説の形式である。 
 米国での「公聴会」は、住民と事業者の双方が参加し、議論形式で進められるものが一般的である。

住民からの意見でも、目の前に事業者のいる公聴会と、一方的な演説形式で行われる公聴会では内容

が全く異なる。したがって、日本において行った演説形式の公聴会での住民の意見の調査研究と条件

を合わせるため、米国で住民が事業者に対して出した意見のうち、メールや手書きの書面など、即時

的な回答を得られない一方通行の形式の意見を収集して、分析対象とした。 
 
２－１－２ 収集事例 
 米国において、北西部（アラスカ、オレゴン、ワシントン、モンタナ、カリフォルニア）の各州で

２００３年から２００４年の間に行われた NEPA の管轄する公共事業の事例を収集した。事例は全部

で１３件、Draft EIS（環境影響評価報告書）が出され、公開された後に住民や NGO から寄せられ

た、手書きやメールなどによる意見 計１５２９通である。詳細は、表２－１に示す通りである。 
表２－１ 調査のために収集した事例の概要 

 

No. 事業名 種別 コメントレター（人分）抽出人数

1
Bering Sea Aleutian Islands King and
Tanner Crab Fisheries

水産資源マネジメント 16 3

2 Gravina Access Project 橋梁 28 5
3 Greens Creek Tailings 鉱業 31 6

4
Management and Recovery of the Cook
Inlet beluga Whales

水産資源マネジメント 8 1

5
Northwest National Petroleum Reserve-
Alaska (NPR-A) Integrated Activity Plan

油田開発 75 15

6 Proposed Oil and Gas Lease Sale 195 油田開発 36 7
7 Transformation of U.S. Army Alaska 総合軍事施設 31 6
8 BP cherry point cogenetion project 発電所 42 8

9
Lakeview Proposed Resource
Management Plan

自然観光地保護 299 59

10 MINUTEMAN III MODIFICATION レーダーサイト 714 142

11
Rogue National Wild and Scenic
River:Hellgate Recreation Area

自然観光地保護 7 1

12 Seattle_Monorail モノレール 233 46

13
West Coast groundfish Fisheries
management plan

水産資源マネジメント 9 1

計 1529 300
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  油田開発や自然観光地保護など、米国の北西部の地域的な特色を色濃く反映した事業が多い。また

軍事施設が二件含まれている。意見を出す人間の数は、７人から７００人超と、１００倍近い開きが

あり、住民の事業への関心の度合いに相当の違いがある。 
 表２－１の右端に「抽出人数」と書かれた列が存在するが、これは収集した事例の意見者の数が１

５００を超えており、悉皆調査は困難と判断して、系統抽出によって妥当な調査数を求めた結果であ

る。根拠となる式は、式２－１に示す。 
  式２－１ 系統抽出により必要標本規模を求める式 

 およそ３００程度をランダムで抽出し、

調査することで妥当と判断した。意見を出

した住民の数が少なかったことで、抽出後

の人数が一人になってしまう事業もあり、

その妥当性については議論の余地がある。 
 しかし、事業に対して意見を出す住民の

人数それ自体が、本研究で事例を評価する

ための一つの指標（住民の事業への関心の

度合い等）となっているため、補正は加え

ないことにした。抽出人数が１人の事業に

ついては、その事業で住民意見は５人抽出

するという補正を行うと、意見を出した住民が２５人いた他の事業と住民の関心の度合いで同じであ

ったということになりうる。したがって、系統抽出の結果一人となってしまった場合についても、そ

の一人の意見のみを分析の対象とした。 
 

２－１－３ 分析モデル 
 住民から提出された意見は、メールによるものが大半だが、手書きのものも若干含まれた。これら

を OCR ソフト（画像中の文字をテキストデータとして抽出するソフトウェア）に掛け、コンピュー

ターでの取り扱いを容易にしたものを分析の対象とした。 
意見は、以下に示す３つの観点から分類を行う。 

環境影響の要素： 

「大気」「水」「音・振動」「地盤・土壌」「生態系」「景観」「産業」「創業上のシステム」「その他」 
環境アセスメントの手続きの要素： 

「アセスメントの実施時期」「対象事業」「評価項目」「代替案検討」「住民参加」「審査主体」 
「許認可などへの反映」「フォローアップ（事後調査）」「予測」「評価」「調査」「その他」 
事業への賛否の要素： 

「賛成」「反対」「中立（どちらともいえない）」 
 

 
 
 
 

n 

7



環境影響の要素、環境アセスメントの手続きの要素について、分類例を表２－２および２－３に示す。 
 

表２－２ 環境アセスメントの手続きの要素での意見分類例 
内容 具体例
アセスメントの実施時期 実施寸前でないと環境アセスメントを実施しないというのはおかしい。
対象事業 全体の事業は第一種のはずなのに、事業を細かく分割することでそれを逃れている。
評価項目 放射能が項目から外されているのは何故か。
代替案検討 複数の代替案を示して、最も影響の小さいものにすべきだ。
住民参加 もっと広報を徹底しないと誰もアセスメントに参加できない。
審査主体 事業主体のみが行うアセスメントでは彼らに都合の良いデータしか出てこない。
許認可への反映 我々の意見は所詮参考程度で事業の実施の可否に影響は出ない。
フォローアップ 事後、操業中の監視にも力を入れて欲しい。
予測 予測のモデルが時代遅れで、かつ結果も非常に楽観的に過ぎる。
評価 基準を上回るＮＯｘが出されるのにも関わらず、上昇割合として小さいから良いというのはおかしい。
調査 たった一ヶ月程度の調査がその名に値するのか。最低一年間行うべきだ。
その他 上記に該当しないもの  

 
表２－３ 環境影響の要素での意見分類例 

内容 具体例
大気 煙突からの煙は大丈夫なのか。煙の拡散モデルが時代遅れである。
水 ＣＯＤの上昇が不安である。
音・振動 工事中の車両の通行で睡眠を邪魔される。
地盤・土壌 防水シートが破れて重金属などの入った水が漏れだして地盤を汚染する。
生態系 日本有数の鷹の生息地であるのに彼らへの影響を軽視している。
景観 高架の送電線により美しい山林の風景が害される。
産業 地元の漁業や農業への風評被害を全く考えていない。
操業上のシステム全般 なぜ２４時間営業を行う必要があるのか。
その他 上記に該当しないもの  

 
 
実際の分類作業の例を以下に示す。 
意見例： 

ここの干潟は希少動物の宝庫であるアセスの結果、回復困難な悪影響がもたらされる可能性があ

ると分かれば事業を中止すべきだが、予算も付いて実行が前提となっているということには納得で

きず、もっと早くからアセスを行うべきである。（１１０文字） 

 
  この意見では、「希少動物」「事業を中止」「もっと早くからアセスを行うべきである」がキーワー

ドとなる。 
「希少動物」は環境影響に関する要素であり、「生態系」に分類する。 
「事業を中止」という文は、明らかに事業に対して反対していることを示す賛否の要素である。 
「もっと早くからアセスを行うべきである」については、アセスメントの手続きに関係する要素であ

り、「アセスの実施時期」に分類する。 
 こうして、この文章（意見例）が環境影響の要素、アセスメント手続きの要素、事業への賛否のそ

れぞれの要素のどの項目に分類されるかが決まる。この意見例は、１１０文字で「生態系」「アセス

の実施時期」「事業に反対」という属性をもっており、図に示す三次元のセルの該当部分へ文字数で

割り振られる。 
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図２－１ 文章の解釈と割り振りの概念図 
 

 この一連の作業を、意見者単位で行い、集計を行う。 
 
２－１－４ 分析に用いたソフトウェア 

A) WinReaderPRO v.10.0 （メディアドライブ株式会社） 

米国北西部で行われた公共事業の資料として入手できた住民意見は、当該事業を所管とする米国の

公共団体のホームページからダウンロードしたものである。それらは全て、PDF フォーマットで保存

されていた。 
 コンピューターの画面で単純に「表示する」ことには問題のないデータだったが、以下のような実

際の利用における多くの不具合があった。 
１． 文字の大きさにばらつきのあるもの 
２． データ全体が画像として保存されているために、特定の単語を検索することが困難なもの 
３． 最初から割付印刷の設定がされているため、印刷すると文字が小さくなり、読めなくなるもの 
４． データ量が大きすぎて通常のパソコンでは動作が重くなり、閲覧に問題の出てくるもの 
 などである。 
 このため、本研究では、分析の対象とするテキストデータだけをＰＤＦファイルから抜き出す必要

があった。WinReaderPRO は、業務用の OCR（Optical Character Recognition）である。写真やスキ
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ャナで入力された画像の中に埋まっている文字を認識し、テキスト形式で抜き出すことができる。こ

れにより、入手した事業の報告書の PDF データから、分析対象であるテキストデータのみを抜き出

し、コンピューターでの取り扱いを容易にした。 

 
図２－２ WinReaderPRO の作業画面 

 
B)文章解釈用のソフト 

前項の作業で抜き出したテキストを紙に印刷すれば、分析の作業は行える。しかし、ラインマーカ

ーでの色付けや、三次元のセルへの割り振りといった作業は、実際に紙面の上で行うと非常に煩雑な

作業となる。これを回避するために、専用の分析ソフトをＣ言語にて開発した。 
WinReaderPRO により PDF ファイルから抜き出された住民の意見（テキスト形式）を読み込み、

その文章に文字単位で「環境影響の要素」「アセスメントの手続きの要素」「事業への賛否」の３つの

属性を付けるソフトウェアである。 
文章の解釈をコンピューターが自動的に行う等のＡＩ的な機能は一切搭載されていない。文章を解

釈する作業は、文章を読む本人の読解能力と主観に依存する。しかしこれは「質的データ」である文

章の意見をそのまま分析対象とする場合には、回避できないことである。 
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図２－３ 意見の分析用の自作ソフトウェア 

 
 解釈する文章をドラッグし、右クリックすると、その文章をどこに割り振るのかを選択するウィンド

ウが表示される。「環境影響の要素」「アセスメントの手続きの要素」「事業に対する賛否」の三つの要

素について、割り振る先を選択し、OK を押すと、瞬時に割り振りが行われ、画面右上（図）の表に文

字数として反映される。やり直しが何度でも可能である。基本的な作業は文字をドラッグして選択し、

右クリックで割り振る場所を選択

するのみであるため、紙面で同様

の作業を行うよりも作業時間を大

幅に短縮できた。 
 
 また図２－４に示したものは、

解釈・割り振りの終わった文章に

ついて、事業ごとに集計などを行

い、エクセルで分析を行えるよう

に 、 CSV’(Comma-Separated 
Values) 形式で書き出すソフトで

ある。 
 これらの一連の作業により、文

図２－４ 集計用ソフト
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章には一文字単位で三つの属性が割付けられ、三次元のセルに数値として割り振られる。CSV 形式に変

換した各セルの数値をエクセルに読み込み、「エクセル統計」（SSRI:社会情報サービス）によって統計

解析を行った。 
 
２－２ 分析により得られる意見特性 

 本研究によって明らかになると思われる事項について、以下に列挙する。 
 
２－２－１ 環境アセスメント制度自体への不満 

 日本の環境アセスメントの過程での住民意見を調査した際に散見された「米国の環境アセスメント制

度を見習うべきだ」といった論調の意見（「代替案検討を義務化すべきだ」、「より積極的な住民参加を

促すべきだ」、「早期・計画段階からの環境アセスメントを行い、事業の実施が前提ではない制度にすべ

きだ」といった制度設計に関する意見）は、米国の住民意見には基本的に見られないはずである。なぜ

なら、米国の環境アセスメントは計画の早期段階で事業の大まかなデザインに関して代替案検討と公開

を行い、それらの案についての住民意見の聴取も行っている。 
 すなわち、日本の住民意見に見られた、 
 
 日本の環境アセスメント制度は妥当でない。 

         ↓ 

 そんな制度で評価される建設事業は妥当でない。 

         ↓ 

 だから我々が反対している事業も当然、妥当でない。 

 
 という三段論法は米国の環境アセスメントにおいては成り立たない。 

したがって、事業に対する住民の反対の論拠に、日米で相違があると思われる。 
  

２－２－２ 意見者の事業に対する賛否 

 日本の環境アセスメントの場合、事業アセス（事業の実施は基本的に前提とされる。）であるため、

住民の意見は、事業の実施の是非やそのデザイン等に積極的に反映されるシステムではない。よって、

基本的に自らの生活圏に、自分にとって迷惑な施設を作られることに対する感情的な反感から事業の中

止を求める意見者が多い。 
 米国の場合、中止案(No Action)を含め、開発による利便の向上や経済性、環境への影響等のトレード

オフを探りながら作成された複数の代替案が提示される。このため、米国の住民には、少なくとも日本

における住民よりは、自らの意見が事業計画へ反映されるという期待があると思われる。したがって住

民は、頑なに事業へ反対するのみでなく、代替案の一つを選ぶことで事業者との妥協点を探ることもあ

り得る。これは数値化することが難しい性質のものだが、少なくとも住民意見の内容を踏まえた考察は

可能と言える。 
 
２－３ 米国の環境アセスメント制度の利点について 

 日米には、環境アセスメント制度の差異はもちろん、訴訟制度といったその他の差異も数多く存在す
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る。そのため、今回の研究で住民の意見内容に日米で差異があり、例えば米国の住民意見内容が合意形

成等の観点で日本よりも望ましいと分かったとしても、環境アセスメント制度の差異だけをもって住民

意見の差異を論じ、日本の将来の環境アセスメント制度設計の提言を行うことは難しい。 
しかし、環境アセスメントの過程で意見を出す日米の住民意見の差異をもたらす主要因はやはり環境

アセスメントの制度の差異であると考えることが自然である。またそれ以外の「要因である可能性のあ

る」経済、社会、および文化等々における日米のあらゆる差異について全てを列挙することは元来不可

能である。 
そのため、本論文では環境アセスメントの制度の差異を主に論じる。 
 
日米の住民意見の分析の結果、おそらく何らかの日米の差異が見られると思われる。本論文ではその

差異を日米の環境アセスメントの制度の違いを主因として考察する。ただし、この考察のみでは、実際

に日本の環境アセスメント制度に何らかの改善を加えた場合に、住民の態度、意見の数や質にどういっ

た違いが出るのかは明らかにできない。 
そこで、日本の各自治体で環境アセスメントを所管とする部署や、建設コンサルタントへのインタビ

ューやアンケート調査といったものを行う。統計的な解析によって求められた結果（日本の環境アセス

メント制度に対して、改善点として提示できると思われること）が、実務に携わる方々の観点からどの

程度支持されうるかを調べる。 
 

 ただし、世界各国の環境アセスメント制度がそれぞれ有する特徴は、各国の様々な社会的な事情を反

映したものである。その意味では、「その国に最も適合した環境アセスメント制度」である。例えば日

本が海外のアセスメント制度の例を見て、盲目的にそれに追従することが良いとは言えないと思われる。 
 日本の環境アセスメントには、欧米の制度にはない独特の利点がある可能性がある。逆に、やみくも

に欧米の環境アセスメント制度に追従することによる問題点（あるいは欧米の制度に追従してもなんら

の利点ももたらされないこと）もありうると考えられる。その場合には、日本の現行の環境アセスメン

ト制度を支持することもまた必要であると考えている。 
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第３章 収集した事業事例内容

14



 収集事例の概要は以下の通りである。米国北西部で、２００３年から２００４年の間に行われた全１

３件の公共事業で、NEPA（National Environmental Policy Act）の管轄したものであり、各事業の報告書

の、Executive Summary をまとめている。 
 

３－１ アラスカ州 Bering Sea Aleutian Island King and Tanner Crab Fisheries 

 ベーリング海で、蟹の漁獲量が減少し続けている。漁獲量のコントロールを行ってこなかったために、

当該海域の漁業組合それぞれが乱獲に走っていた。また、混獲によって死ぬ蟹の幼体も多い。 

 当該海域で、最大限獲ることのできる蟹の漁獲量の取り決めや、その漁獲量の範囲で獲られた蟹によ

る売り上げの各漁業関係者へのシェアリング量（割り振り）などを決めることを目的とした事業である。

これにより、当該海域での漁獲量を、蟹が再生可能なレベルに下げることが狙いである。検討された代

替案は、何ら施策を採らず、現状のままの漁獲を許す No action 案（現状のままでは当該海域の海洋資

源がどうなるのか、についての予測）を初めとして、実際に漁をしている漁師に加えて加工業者等もこ

の漁獲制限プロジェクトに参加させるか否か、などで全４つの案であった。最終的に、漁師と加工業者

に、収入の安定性をもたらし、乱獲へのインセンティブを削ぐ第２案( Voluntary Cooperative)が採用さ

れた。 

 
図３－１ ベーリング海（出典：総務省統計局・統計研修所 ホームページ） 

 海洋資源の保護を目的としたプロジェクトであるため、基本的にプロジェクト自体による環境への悪

影響はほぼ無いものとして扱われている。（表３－１参照）この点で、主に日本で一般的な環境アセス

メントが対象とする「環境への悪影響をもたらす事業」「迷惑施設の建設を伴う事業」と性質が違うこ

とは考慮しなければならない。環境への影響評価の代わりに、関係する地域への社会経済的な影響の予

測や、当該海域で漁業関連の仕事を営んでいる各主体への経済的な影響についての評価が充実していた。

四つの代替案それぞれが選択された際のシミュレーションは、表３－１，３－２，３－３，３－４に示

す通りである。 
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表３－１ 各代替案による生態系への影響 
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表３－２ 各代替案による周辺社会経済への影響 
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表３－３ 各代替案による漁師への影響 

 
 

表３－４ 各代替案による加工業者への影響 
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３－２ アラスカ州 Gravina Access Project 

 米国アラスカ州南東部、ケチカン市周辺の島を橋梁で結ぶ事業。図３－２は周辺地域の地図。ケチカ

ン市のある Revillagigedo 島と、すぐ西にある Gravina 島が事業対象地域である。 

 
図３－２ 事業周辺地域 出典：Alaska Trekking.com(http://www.aktrekking.com/) 

  
事業開始以前まで、Revillagigedo 島と Gravina 島を物理的につなぐ道路は存在しなかった。Tongass

海峡をまたぐルートをとる橋梁で４つの代替案、近隣の Pennock 島を経由する橋梁で２つの代替案、

及び現在の飛行場とフェリーに、さらに３つのフェリー運行ラインを追加する代替案が策定された。 
橋の通るルートに、地元の原住民族の墓地があることや、橋を通すことで近代化する彼らの生活によ

る文化的な影響を懸念する声が出されていた。 
No action を含めた全１０通りの代替案が策定され、コストや利便性、地元経済への波及効果、社会

的な影響、環境への影響などの観点からそれぞれ検討が行われていた。策定された代替案は表３－６に

示す通りである。 
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表３－６ 代替案の概要 

 

 
 最終的には、環境への影響、既存の交通手段への経済的、物理的影響、利便性の向上などの観点か

ら、F1 が「好ましい案(Preferred Alternative)」として決められた。
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